特　記　事　項
１　業務箇所
	事　業 名
	路線名
	箇    所    名

	令和４年度　県単
道路情報板等保守点検業務
	（国）４０６号
	長野市　和田沖他


２　業務内容
	業　務
	業 務 箇 所
	

	保守点検業務
	道路情報板等保守点検　一式
道路情報板　　1箇所
気象観測装置(WEBカメラ５箇所含む)　 １４箇所

路面冠水監視装置(WEBカメラ１箇所含む) １箇所

その他WEBカメラ　　 ３箇所

総合道路情報システム（中央集中制御装置）一式
	　


３　業務期間
    　業務履行期間：令和５年３月24日まで
４　成果品
	保守点検業務
	報告書（紙）　１部


５　業務委託するにあたっての条件等
	項　　目
	内　　　　　　　　　　容

	一般事項
	別紙「道路情報板等保守点検仕様書」のとおり


６　業務にあたり、第三者の土地に立入る場合は、監督員と打合せるとともに、管理者、地権者の了解を得ること。
【参考】

７　廃棄物・再生資源関係
　　共通仕様書1-1-1-23第3項に規定される、再生資源の利用の促進と建設副産物の適正処理に基づき、建設副産物の適正な処理及び再生資源の活用を図ること
(1) 建設副産物の処分
· 工事に伴い生ずる廃棄物の処理については、受注者が廃棄物処理法上の排出事業者としての責任を有し、産業廃棄物の運搬・処分を他人に委託する場合には、「(2) 建設副産物の運搬・処理」によるが、当該産業廃棄物の処理の状況に関する確認及び、最終処分終了までの一連の処理行程における処理が適正に行われることを確認する措置等について、施工計画に定めること
(2) 建設副産物の運搬・処理
　　・建設副産物を運搬･処理･処分業者に委託する場合は、必ず書面による委託契約を締結すること
· 廃棄物の運搬･処理･処分を業とする｢許可証｣を確認し、その｢写｣を工事資料に添付すること。
　　・下請負業者が建設副産物の運搬･処理･処分を行う場合でも、下請負契約とは別に委託契約を締結すること。

    ・ ｢ﾏﾆｭﾌｪｽﾄ（産業廃棄物管理票）｣により適切に運搬･処理･処分されているか確認を行うと共に、｢ﾏﾆｭﾌｪｽﾄ(A･B2･D･E表)｣の｢写｣と再資源化施設･最終処分場との関係を示す写真を整理・保管すること。土木工事現場必携を参照し、マニュフェストの写し及び廃棄物種類ごとの一覧表を竣工書類に添付すること。
　　・請負者が施工計画書に記載若しくは整備すべき事項は以下のとおりとする。
	処理方法※
	１再資源化　２破砕処理　３焼却処理　４埋立処分場　５その他

	処分先
（業者）
	業者名
	
	

	
	住所
	

	運搬委託先
（委託の場合）
	業者名
	
	

	
	住所
	

	その他

	資源化の
	

	
	方法など
	


　　（添付書類）
　　・処理先の許可書の写し及び収集運搬業者の許可書の写し（収集運搬を委託する場合）
　　・請負者と処理又は運搬業者との契約書の写し
　　・処理業者の所在地及び計画運搬ルート
　　・下請けがある場合は、告知書の写し
　　・「公共建設工事における分別解体等・再資源化等及び再生資源活用工事実施要領（土木）」の「別紙４－１」説明書及び「別紙４－２」分別解体等の計画等
(3) 処分量の確認
　　・建設副産物の処分量を確認するため、監督員から請求書、伝票等の提示を求められた場合は応じなければならない。
８　その他

　(1) 各種調査・試験への協力
　　　｢土木工事共通仕様書｣1-1-1-17に基づき、発注者が自ら又は発注者が指定する第３者が行う下記の調査･試験等に対して、請負者は協力すること。
　　①公共事業労務費調査
　　　請負者は正確な調査が行えるように、労働基準法に従い就業規則を作成すると共に、　　賃金台帳を調整･保存する等、雇用している現場労働者の賃金･時間管理を適切に行うこと。
　　　また、工事の一部を下請負契約する場合、当該下請負工事の受注者も同様の義務を負う旨を定めること。
　　②諸経費動向調査
　　③施工合理化調査（歩掛実態調査）
　　④施工形態動向調査
　　　調査対象になった工種には、発注者から通知すると共に、技術管理費に当該調査に関わる調査費用を計上する。
　(2) 構造改善
　　　建設現場における福祉の改善や労働時間の短縮、又は建設産業への理解を深める事業の実施などの構造改善対策にも配慮すること。
　(3) 暴力団等（暴力団、暴力団関係企業など、不当介入を行うすべての者をいう。）からの不当要求または工事妨害（以下「不当介入」という。）の排除

①暴力団等から不当介入を受けた場合は、その旨を直ちに発注者に報告し、所轄の警察署に届けること。
②暴力団等からの不当介入による被害を受けた場合は、その旨を直ちに発注者に報告し、被害届を速やかに所轄警察署に提出すること。
③不当介入を排除するため、発注者及び所轄警察署と協力すること。
④不当介入により工期の延長が生じる場合は、約款の規定により発注者に工期延長等の要請を行うこと。
  (4)不正軽油撲滅対策
　　・軽油を燃料とする車両及び建設機械等には、ガソリンスタンド等で販売されている適性な軽油を使用すること。
　　・県庁税務課及び各地方事務所税務課がおこなう燃料の抜き取り調査等に協力するこ　と。
　
資材単価等について
本業務に係る業務費の積算にあたっては、長野県建設部の「令和4年度実施設計
単価表」や「積算資料2018 10」（財団法人経済調査会）及び「建設物価2022 12」
（財団法人建設物価調査会）に設定されている単価より予定価格を算出しています。
「令和4年度実施設計単価表」は合同庁舎行政情報ｺｰﾅｰ（県庁行政情報ｾﾝﾀｰ）や
県立図書館において閲覧できます。
　なお、使用した単価は予定価格算出上のものであり、特定の製品や民間取引を指定したものではありません。
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